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　消費生活の新たなスタイルとしてECが欠かせない存在になりつつある。巨大な
中国消費市場でもECが急成長し、巨大企業アリババやテンセントを生み出した（詳
細は本誌2017年２月号を参照）。他のアジア諸国の消費市場に目を向けると、いず
れの国でも EC市場はまだ小規模で今まさに黎

れい

明
めい

期にある。そこでは外資企業も加
わり熾

し

烈
れつ

な企業買収や市場シェア争いが続く。ECのプラットフォームが整えば、進
出日系企業にとっても新たな販売ルートとして商機が拡大する。一方で、EC関連法
の整備の遅れや、決済システムや物流などインフラにも課題を残す。健全かつ公正
な市場環境をつくるためにも、個々の国でバラバラな制度設計ではなく、域内レベ
ルで共通制度を整備することが必要となろう。�（ジェトロ海外調査部アジア大洋州課）

特別リポート

アジアのEC

contents

　インド
90位
（83 位）

18 464 68％　　　　　％　　　　　台　　　　　点

　タ イ
69位
（70位）

35 586 90％　　　　　％　　　　　台　　　　　点

  マレーシア
44位
（45 位）

68 6920 84％　　　　　％　　　　　台　　　　　点

  シンガポール
23位
（26位）

82 8835 98％　　　　　％　　　　　台　　　　　点
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注：�ランキング付けは 2014 年以降の最新データに基づいている。
UPUデータのみ 13年時点のもの。クレジットカード保有率
は15歳以上

資料：国連貿易開発会議（UNCTAD）
　　　「B2C E-COMMERCE INDEX 2016」を基に作成
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ECビジネス指標
（BtoC）

2016年
順位

（2014年順位）

単位

％

％

台

点

内容

国際通信連合（ITU）
発表に基づく
インターネット普及率

世界銀行発表に基づく
100万人当たりの安全性の
高いサーバー設置台数

世界銀行発表に基づく
クレジットカード保有率

万国郵便連合（UPU）の
郵便配達信頼度
（0ー100点で評価）

  インドネシア
93位
（88位）

17 472 66％　　　　　％　　　　　台　　　　　点

　フィリピン
89 位

（－）

40 523 48％　　　　　％　　　　　台　　　　　点

　ベトナム
75位
（90位）

48 522 70％　　　　　％　　　　　台　　　　　点

　中 国（参考）
64位
（65位）

49 4816 83％　　　　　％　　　　　台　　　　　点

　日 本（参考）

91 998966％　　　　　％　　　　　台　　　　　点

5位
（12位）

アジア主要国の EC売上規模　（単位：1 億ドル）
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資料：BMI リサーチ 「e-Commerce：Global Developments & Outlook（2016 年 6 月）」を基に作成
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近年 ASEAN やインドにおいて
も EC 市場の拡大が顕著だ。中国
企業は、国内で蓄えたノウハウ・
経営資源をテコにこれを取り込も
うと積極的な域内展開を図ってい
る。ASEAN 起業家との連携や
域内ルール形成を通じた EC 市場
の拡大、取り込みが重要となる。

アジアのECの潜在力

2016年の BMI リサーチ「e-
Commerce: Global Develop-
ments & Outlook」では、中国の
消費者向け EC 市場規模は15年
の3,640億ドルから20年には
7,570億ドルへと倍以上に拡大す
る見込みだ。インドEC市場は176
億ドルと東南アジア・南西アジア
で最大だが、それでも中国の20
分の1以下。ASEAN に至っては、
カンボジア、ラオス、ミャンマー、
ブルネイを除く6カ国を合計して
も250億ドルにすぎず、韓国一
国（290億ドル）にも及ばない。

しかしながら、アジア地域の
EC 市場の潜在性は大きい。北東
アジアを含めたアジア地域の消費
者向け EC 市場に占める ASEAN
の割合は、15年時点では4.1% に
すぎないが、20年には5.5% に上
昇する見込みだ。またインドの市
場規模も20年には400億ドルに
達するという。先進国を中心に EC
市場の伸びが鈍化する中、新興国

が多いアジア地域が魅力的な市場
になることは間違いないだろう。

16年10月にジェトロが実施し
た「2016年度アジア・オセアニ
ア進出日系企業実態調査」（以下、
ジェトロ調査）によると、ASEAN、
南西アジア、オセアニアの日系企業
1,620社のうち、159社（9.8％）
が EC を利用。143社（8.8％）
が今後その利用を検討中という結
果となった。業種別では、電気機
械、化学・医薬、卸売り・小売り
などで利用割合が高かったが、そ
の他の業種でも EC が取り入れら
れつつあることが分かった。

中国の「青田買い」

EC 市場が育ちつつあるアジア
地域において、着実に足場を固め
つつあるのが中国企業。特にアリ
ババである。同社は、16年10月
にタイの中小企業関連省庁と中小
企業の輸出拡大に向けた協議を実
施。翌11月にはマレーシアとデ
ジタルエコノミー分野注で連携す
ることを明らかにした。これらは
いずれも、アリババのジャック・
マー会長がプラユット・チャンオ
ーチャ首相（タイ）、ナジブ・ラ
ザク首相（マレーシア）と直接面
談して実現したもので、同社の存
在感の大きさを物語っている。

こうした政府へのアプローチだ
けでなく、域内での各事業領域の

拡大にもアリババは余念がない。
例えば、ASEAN 域内の主要 EC
事業者であるラザダの買収（16
年4月）だ。同社は12年にドイ
ツのロケット・インターネットに
よってシンガポールに設立された。
ASEAN 地域に定着した先行ブ
ランド企業を次々と買収すること
で域内展開を加速化させ、既に域
内主要国で高い市場シェアを持つ。

さらにアリババは、決済サービ
スの分野にも積極的に投資してい
る。15年9月にインド最大の電子
決済事業者であるペイティーエム
の筆頭株主となった他、16年11
月にはタイ最大財閥、チャロン・
ポカパン（CP）グループと電子決
済分野で提携することを発表した。
アリババは中国を代表する EC 事
業者であると同時に、その膨大な
顧客データを処理・分析するビッ
グデータサービス事業者でもある。
中国で確立した支付宝（アリペイ）
などの決済サービスをアジアでも
展開するというのが同社の戦略だ。

決済システムが課題

なぜ決済サービスなのか。アジ
ア地域においては、直接 EC に関
連する法整備が必要だ。だが、決
済、通関手続き、物流といった
EC を支えるインフラ分野にも多
くの課題がある。中でも事業展開
上の大きな課題となっているのが、
未熟な電子決済システムをどのよ
うに育てていくかなのである。

ジェトロ調査によると、EC 活
用の課題に「決済システムの信頼
性」を挙げた企業は、ASEAN で
40.3%、インドでは47.1％に達
した（図）。同地域ではクレジット

まず EC 市場の確保から

ジェトロ海外調査部アジア大洋州課　　蒲田　亮平、西澤　知史
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カードや銀行口座を持つ層が一部
に限られており、いまだにキャッ
シュ・オン・デリバリー（COD）
が主流だ。調査回答でも、「限定的
な決済手段しか使えないこと」を
課題とする割合が比較的高かった。
決済の課題はアジア地域における
EC 展開最大の課題といえよう。

地場スタートアップ
との協業を

アジア地域の EC 市場への参入
に際して留意すべき点は、市場が
さまざまな意味で分断されている
ことだ。一つの国の中で見ても、
都市部と農村部、中心部と離島地
域などでビジネス環境が大きく異
なる。その代表例がインドであり、
さらにインドネシアやフィリピン
のように島々で構成されている国
である。また ASEAN では少子
高齢化が進んでいる。そのためそ
の他の国においても、今後は実店
舗に買い物に行けない高齢者への
対応も求められることになる。

そうした課題の突破口になり得
るのが EC である。EC 利用によ
り、遠隔地、離島地域、農村部に
住む人々や高齢者は、商品へのア
クセスが容易になる。他方、産
地・販売者の側としても、都市部
に直接販売できるので、商機が広
がる。さらに COD に頼らない決

済手段が普及すれば、こうした
人々の金融アクセスも向上する。
EC は、このような社会的に弱い
立場にある人々にも力を与えるイ
ンフラともいえるのだ。

しかしたとえ EC の潜在性が高
くても、物流や民族的風習といっ
た地域特有の制約がある場合、日
系企業の参入は困難になる。そこ
で重要になるのが地場スタートア
ップ企業との連携である。彼らは
社会問題の解決を目的に掲げるこ
とも多く、地元社会に根ざしたサ
ービスに強みを持っているからだ。

例えば、バイクタクシーの配車
を基本的なサービスとする、イン
ドネシアのゴジェックは、小口の
荷物の配送サービスも提供し、渋
滞による遅配を減らすことに貢献
している。こうしたスタートアッ
プ企業をより多く輩出すべくマレ
ーシアでは、財務省傘下のスター
トアップ支援機関MaGICが米・ス
タンフォード大学と連携し、総合
的な起業家育成プログラムを展開
している（本誌 p.47ページ参照）。

日本政府も ASEANにおけるEC
市場の積極的な取り込みに動き出
した。16年8月の日・ASEAN 経
済大臣会合において世耕弘成経済
産業相は、「日 ASEAN イノベー
ションネットワーク」構想を提案
し、ASEAN 各国の経済大臣に
歓迎された。日本と ASEAN の
イノベーション領域での協業を促
すべく、基礎調査や実証事業、政
策提言などが行われる予定である。

地域大のルール形成を

中間層の増加に伴い ASEAN
各国の EC 市場規模は拡大しつつ

ある。しかし、それでもまだ国ご
との市場規模は小さい。ASEAN
には国という市場の分断もあり、
優れた技術やアイデアを持つイノ
ベーター企業でも、中国企業など
と競争できる規模まで育つのが困
難である。域内の市場統合を一層
進め、サービス対象地域を拡大さ
せることが重要であろう。

また、そうしたイノベーター企
業が ASEAN だけでなくインドや
中国市場にも進出できるよう、交
渉中の東アジア地域包括的経済連
携（RCEP）に電子商取引章を設
けるなど、関連制度の整備が期待
される。消費者保護規定や個別品
目販売規制の統一といった販売時
の透明性を高める措置はもちろん、
EC 関連事業者の投資コストを抑
える制度の導入が必要である。具
体的には、国ごとに在庫を持たず
に済むように域内における「非居
住者在庫制度」の解釈の統一、通
関の迅速化、サーバー設置義務の
撤廃などが求められよう。

これら措置の導入は、日系の製
造業分野の企業にもメリットとな
る。工場の自動化や自動車やモノ
の IT 化が世界全体のトレンドと
して進んでいる。海外拠点数の増
加に伴って、日常業務として取り
扱う情報量も膨んでいる今日、サ
イバーセキュリティーや情報保護、
越境データの取り扱いなどは、ア
ジア地域における今後の製造業の
オペレーションを考える上でも必
要不可欠な論点である。消費者向
け EC にとどまらず、より広い視
点でアジアの EC を捉えることが
肝要であろう。�
注：�電子決済、オンライントレードといっ

た電子商取引、IT 産業における経済活
動などを言う。

図　EC活用の課題に対する回答
0 10 20 30 40 50

決済システムの
信頼性

限定的な決済手段

物流に係る破損リスク
関連法規制の

未整備や不透明さ

不正確な配送時間

通関手続きの煩雑さ
関税支払基準の

不透明さ

（％）

ASEAN（N=345）
南西アジア（N=68）
オセアニア（N=30）

注：Nは回答者数。複数回答可
資料：�「2016年度アジア・オセアニア進出日系企業実態調査」

を基に作成
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タイは、EC の拡大が期待でき
る魅力的なマーケットの一つだ。
スマートフォンの高い普及率を背
景に、EC でも SNS の活用など
で独自の市場を開拓する。成長著
しいタイ EC 市場の現状と課題を
概観する。

SNS と共に成長する
EC 市場

バンコクの街中を歩くと、ほと
んどの人がスマートフォン（以下、
スマホ）を持ち歩いている。2台
を器用に使い分ける若者もいる。

タイデジタル広告業協会（DAAT）
の統計によると、タイのインター
ネット利用人口は、2016年3月
末時点で約3,800万人と全人口
の56％に達した。うちスマホは
約2,000万人。情報通信技術省

（ 現 デ ジ タ ル 経 済 社 会 省） の
「Thailand Internet User Pro-
file 2015」の調査（以下、ユー
ザー調査）によると、インターネ
ットにアクセスする方法はスマホ
が86％、パソコンが62％であ
り、他の ASEAN 諸国に比べて
パソコンでの取引が多いことがタ
イの特徴だ。

さらに特徴的なのは SNS の利

用率の高さである。アジア全域で
普及しているフェイスブック（タ
イの登録者数は約4,000万人）
にはじまり、インドネシアと並び
世界有数の登録者数を持つライン

（同約3,800万人）、そして世界
最大の登録者数を誇るインスタグ
ラム（同710万人）と、写真や
スタンプを多用する SNS を中心
に急拡大している。SNS はもは
やタイ人にとって必要不可欠なコ
ミュニケーション手段となってい
る。

一方、EC の市場規模はまだ発
展途上だ。タイ電子商取引開発庁

（ETDA）によれば、15年のタイ
における EC 市場規模は約2兆
2,000億バーツ（約7兆円、1バ
ーツ＝3.2円）（表1）。

EC 市場における BtoC は、タ
イ の 小 売 市 場 全 体 で 見 る と、
9.9 ％ に す ぎ な い。 た だ し、
ETDA の16年の見通し（9月時
点）によれば、その市場規模は前
年比43.0％増の7,000億バーツ
を超えると見込まれる。中長期的
には、タイの小売市場は高齢化の
進展などにより縮小していくと予
想 さ れ る が、EC 市 場 は 他 の
ASEAN 諸国と同様に、大きな
成長が期待される。

ラザダ一強の国内 EC
サイト

現在、タイのマーケットプレイ

ス型（利用者と出品者の交渉によ
る売買）の EC 市場を席巻してい
るのは、ラザダ（本誌 p.38参照）
だ。東南アジアの EC 関連情報を
包括的に提供するウェブサイト
ecommerceIQ によれば、ラザ
ダの月間ビジター数は3,620万
人に上る。電化製品をはじめ、フ
ァッション、スポーツ用品など、
品ぞろえの豊富さが人気の理由だ。
また同社はバンコク市内を走るス
カイトレイン（BTS）に広告を
ラッピングした車両を走らせるな
ど、派手な広告宣伝でも知られ、
認知度向上にも力を入れる（写
真）。

続いてビジター数が多いのは、
通信会社大手のトゥルーが運営す
る Weloveshopping（531 万
人）だ。独自の決済システムを設
け、利便性が高いことで人気を集
めている。これにタラート（371
万人、09年から15年まで楽天
が出資）が続く。その他、地場の
流通大手セントラルグループやシ
ンガポールに拠点を置くザローラ
など、多くの事業者が競って市場
シェア拡大を狙う。

ユーザー調査によると、EC 利
用者の多くは、ファッション用品
や IT デバイスといった最先端で
流行っているもの、そして配送に
適したものを購入する傾向があり

拡大する市場

ジェトロ　バンコク事務所　　阿部　桂三

タイ

表1　タイのEC市場規模（2015年）
金　額 シェア 前年比伸び率

BtoB 1兆2302億バーツ 58.4% ▲0.3%
BtoC 4746億バーツ 22.5% 15.3%
BtoG 4029億バーツ 19.1% 4.0%
総　額 2兆1077億バーツ 3.7%

注：�金額は ETDA推計値
資料：�タイ電子商取引開発庁（ETDA）「Value of E-Commerce 

Survey in Thailand 2015」を基に作成

派手な広告でラッピングされたスカイトレイン
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（表2）、生鮮食料品を購入する消
費者はまだ少ない。

消費者が EC で購入する価格帯
は、おおむね1,000バーツ未満

（約3,200円）で、これに1,000
～2,000バーツの商品を購入す
る層が続く。高額商品の購入に
EC を使わない最大の理由は、詐
欺被害に遭うことへの恐れである。
安心・安全なシステムの構築が望
まれている。

また販売手段としては前述の
SNS も活用されている。ライン
とインスタグラムをうまく連携さ
せた販促手法だ。具体的には、販
売者がインスタグラムに商品の写
真を投稿する。その写真を見つけ
た消費者は、ラインを使って販売
者に問い合わせることができる、
という仕組みだ。この際、通常の
ショッピングサイトではできない
値引き交渉ができるのもポイント
だ。企業が提供した販売専用のプ
ラットフォームを使わず、タイで
浸透している SNS を活用してい
ることも、タイ EC の特徴といえ
る。

物流と決済手段に課題

他方、EC 普及に向けて課題と
なっているのが、物流システムと
決済手段の在り方である。

EC を利用して商品を配送する

手段は、主に三つある。一つ目は
運送業者の利用（自社配送または
専門業者への委託を含む）、二つ
目は郵便局の利用、三つ目がコン
ビニなどの利用だ。

ユーザー調査によると、オンラ
インショッピングを利用した消費
者が選ぶ運送手段は、郵便局の利
用が最も多く、その次に配送業者、
続いて購入者自身によるコンビニ
などでの受け取り、という順だ。
ただし配送に関しては多くの問題
もある。一つは配達日時の遅れだ。
他にも注文と異なるものが届いた
り、商品が破損していたりするケ
ースもあるという。

また、電子決済も進んでいない。
多くのショッピングサイトにおい
て、購入者の電子決済はまだ少な
い。ユーザー調査では、利用者の
65％以上が銀行窓口で代金を支
払 っ て い る。 続 い て31 ％ は
ATM での支払い。クレジットカ
ードでの支払いは26％にすぎな
い。一つの理由は、クレジットカ
ードの保有は月収1万5,000バ
ーツ以上の人に制限されているた
めだ。今後同所得以上の層が増え
れば、クレジットカード保有率も
高まる。さらにクレジットカード
を保有できない層に決済機能を付
与するアリペイなどの金融サービ
スが充実していけば、オンライン
決済が普及するものと考えられる。

日系企業の出番も

最近の EC を巡るトピックとし
ては、中国の EC 大手アリババの
攻勢が目立つ。同社によるラザダ
買収や、地場の財閥チャロン・ポ

カパン（CP）グループとの電子
決済サービスにおける提携発表な
ど話題は尽きない。他方で、日系
企業は楽天が撤退するなど、EC
のプラットフォームにおける日系
企業の存在感は薄らいでいる。

だが、EC の周辺ビジネスにお
いては様相が異なる。16年4月
1日、ラインが、タイの公共交通
システムを運営する BTS と資本
提携し、電子決済用スマートカー
ドのラビットとラインペイを融合
させた決済プラットフォームを提
供することで合意した。また同年
8月には、ヤマトホールディング
スがサイアムセメントグループ

（SCG）と合弁会社を設立すると
発表。タイ国内で宅配便サービス
を提供する。EC 市場の成長によ
って増える小口配送需要を取り込
むことが狙いだ。

タイの EC 市場は、販促に SNS
が重用されるなど、独特の成長を
続ける。しかし成長著しい BtoC
領域においては、消費者は EC 利
用時の詐欺やサイト自体への不信
感があり、結果として EC におけ
る高額商品の購入は進んでいない。
実際に商品を見て確認ができない
不安を軽減するためにも、詐欺防
止や消費者保護の枠組み整備など
実効性のある対応が急務だ。

質の高い物流システムや、セキ
ュリティーレベルの高い金融シス
テムは日系企業の強みだ。現地の
ニーズを熟知した地場企業と組み、
日系企業の「安心・安全」なサー
ビスでバックアップできれば、タ
イの EC 市場でも日系企業が一役
買うことができるかもしれない。 
�

表２　�ECサイトでの購入品目
アイテム 購入割合

（複数回答）
1 ファッション用品 42.6%
2 ITデバイス 27.5%
3 健康・美容関連 24.4%
4 旅行関連 23.2%
5 ダウンロードサービス 21.0%

資料：�タイデジタル経済社会省「Thailand Internet User 
Profile 2015」を基に作成
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ベトナムで EC が急速に普及し
ている。最近では EC サイト間の
競争が激化している。フェイスブ
ックを利用した取引や日本製品に
特化したサイトなど、サービスや
消費者へのアプローチ方法も多様
化している。一方で、決済手段な
どの周辺環境整備や、消費者、事
業者間の信頼関係の構築など、EC
の本格普及に必要な課題もある。

携帯サイトが 
市場拡大のカギ

ベトナム電子商取引情報技術局
（VECITA）の「ベトナム電子商
取引リポート2015」によると、
2015年の同国における BtoC
ベースでの EC 取引額は約40億
7,000万ドルで前年比37％増と
なった。この金額は同国の小売市
場全体の約2.8％に相当する。

同リポートによると、当地イン
ターネットユーザー1,000人に
対するアンケート調査では、利用
者の EC 利用率は62％。1人当た
りの年間平均購入額は160ドル

（15年推計）で前年比10.3％増
であった。階層別の購入額を見る

と、300万ドン以上（約1万5,000
円、1ドン＝0.005円）が50％

（前年比13ポイント増）を占め、
購入品目数も「10アイテム以上」
が48％（同17ポイント増）と
なり、金額、購入品目数ともに増
加している。主な購入アイテムは、
衣類、履物、化粧品、電子機器な
どであった。

また、回答者の56％が商品情
報検索の手段としてスマートフォ
ン（以下、スマホ）を利用、32％
が EC を使っている。モバイルサ
イトを有する EC サイトの割合は
全体の21％で、前年比6ポイン
ト上昇した。当地では近年、経済
成長やインターネットの普及など
に伴い EC の急速な普及がみられ
るが、他の EC 先行国と比較する
と、取引額、小売市場に占める割
合はいずれも低い水準にとどまっ
ている（表）。今後の市場拡大の
カギを握るのは、より手軽に EC
サイトにアクセスのできる、スマ
ホからのモバイルショッピングと
いえそうだ。

SNS 活用も進む

当地の日系市場調査会社アジア
プラスが16年7月にハノイ、ホー
チミンに住む500人（18～39歳
の男女）を対象に実施した EC 利
用に関する調査によると、EC の
利用経験者は67％で、うち「月

1回以上」利用すると回答した割
合は50％にも上ることが分かっ
た。EC を利用する理由としては、

「いつでも、どこでも注文できる」
「品ぞろえが多い」といった項目
が上位を占めた。大規模小売店が
少なく、店舗に行っても目当ての
商品がないといった、ベトナムな
らではの事由によるものといえる。

ベトナムではフェイスブック
（以下、FB）を通じた EC が盛ん
である。EC 利用経験者のうち
47％が FB を通じた商品購入経
験があると回答した。FB ショッ
ピングの特徴としては、個人や小
規模な専門店による出店が多いこ
とだ。大手が運営する EC サイト
では、専用の注文フォームが用意
され、決済手段も消費者が選択で
きるようになっている。一方、
FB ショッピングでは、注文は
FB メッセンジャーや電話などで
行われ、決済は代金前払いが多い。
FB で購入される主な商品は、衣
類や化粧品で、利用する理由とし
ては、「注文が容易」「価格交渉が
可能、価格が安い」といったもの
が挙げられた。これらを踏まえる
と、種類が豊富でシステムが確立
している EC サイトと、気軽に

“市
いち

場
ば

”感覚で利用できる FB シ
ョッピング、それぞれの特徴を生
かした使い分けが行われているよ
うだ。

当地で利用されている EC 事業
者を形態別に分類すると、自社で
在庫を持ち配送や決済なども自前
で行うマーチャント型と、運営会
社が在庫を持たず利用者と出品者
の交渉で成立するマーケットプレ
イス型がある。前者の主な事業者
には、ラザダ（本誌 p.38参照）、日

サービスも多様化

ジェトロ　ハノイ事務所　　竹内　直生

ベトナム

表　�各国の電子商取引規模�
（2015年推計）�（単位：10億ドル、％）

国名 取引額 小売市場に�
占める割合

中国 617.4 13.5
米国 355.0 7.4
韓国 38.9 11.2
オーストラリア 19.2 5.9
インド 14.0 1.7
ベトナム 4.1 2.8
インドネシア 3.2 1.4
出所：VECITA「ベトナム電子商取引リポート2015」
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本の住友商事などが出資する Tiki、
地場系の Hotdeal、Muachung
などが挙げられる。売り上げ規
模で見た場合には、家電や携帯
電話などを扱う Thegioididong
や FPT ショップの存在感も大き
い。一方、後者のマーケットプレ
イス型では、日本の三井物産、サ
イバーエージェントが出資する
Vatgia、地場系の Chotot など
がある。また売り上げ規模は小さ
いものの、米国発祥の世界的オー
クションサイト eBay が地場企
業と提携して開設した「eBay.
vn」もある。

日本製品特化サイトも

EC 市場の拡大に伴い、最近で
は日本製品に特化したサイトも登
場している。シンガポールに本社
を置く日系のスターマークホール
ディングスは、15年11月に「agata 
japan」（以下、アガタ）というウ
ェブサイトを開設した。1,500
品目（16年11月時点）を取り
そろえ、商品は日用品から電化製
品、食品まで幅広い。仕入れから
配送まで全て日系企業だけで運営
しており、当地での配送は佐川急
便が請け負う。同社は通販事業以
外にも、16年7月にはホーチミ
ン市内にカフェをオープンしたほ
か、同年11月から当地国営放送
の料理番組内でアガタが取り扱う
食材を複数のメディアで紹介して
いる。さらに、自社サイトの認知
度を高めるために、消費者が検索
サイトで「日本製品」と入力する
とアガタが上位に表示されるよう
な工夫もしている。その結果、当
初はほとんどが日本人の顧客だっ

たが、現在はベトナム人の利用が
約80% にまで拡大した。

このほか、ハノイを拠点とした
地場企業が運営する高級品専門
EC サイトでも、日本製品の取り
扱いを開始した。運営企業の担当
者によると、特に人気があるのは、
化粧品、食器洗剤、キッチン用品、
調理器具などで、今後も日本製品
の取り扱いを増やしていきたいと
いう。当地の消費者には、日本製
品は「安全・安心・高品質」とい
うイメージが強く定着しているこ
とから、中長期的には EC を一つ
の有力な販売チャネルとして活用
できる可能性もある。

信頼育成が課題

VECITA のリポートの中で、EC
利用上の問題点として当地消費者
が指摘しているものに、「掲載され
ている商品より実際の品質が悪
い」（73％）、「価格が高い」（61％）、

「配送環境に問題が多い」（45％）
などがある。特に掲載された通り
のものが届かないという点は、決
済方法にも影響している。同リポ
ー ト に よ る と、 消 費 者 の 実 に
91％が現金代引きを利用してい
るが、これはウェブサイトに掲載
された品質・容量などと異なるも
のが届くのではないかという不安
が、利用者にあることが要因の一
つと考えられる。同時に EC を利
用しない消費者がその理由に最も
多く挙げたのも、「販売者（事業
者）を信頼できない」（50％）で
あった。EC 自体への不信感が拭
えない消費者が多いことが分かる。
当地 EC 業界に詳しい日系企業関
係者は、「このサイトから購入す

れば、掲載された内容通りの商品
が届くという顧客からの信頼をど
う獲得できるか。それが生き残り
のカギになるだろう」と話す。

一方でベトナムの EC において
は消費者側のモラルの問題もある。
アジアプラスの調査によると、消
費者の35％が注文をキャンセル
した経験があると答えたという。
その理由としては、「商品に問題
があった」（36％）以外に、「購
入後に気が変わった」（27％）や

「配達前によりよい商品を見つけ
た」（14％）といった、消費者側
の事情に基づくものも見受けられ
る。現金代引きが決済手段の主流
なのは、商品受け取りまでキャン
セルが可能であるからとも言える。
一部の EC サイトでは、注文を受
けた際や配達前に利用者に電話で
確認をとるなどの対応を行ってい
るが、事業者から見るとコスト増
加にもつながる。消費者側のモラ
ルハザード（倫理観の欠如）とい
うリスクにも留意しておきたい。

さらに地場、日系を問わず複数
の事業者から指摘される課題とし
て、サイト間の競争激化に伴い熾

し

烈
れつ

な値引き合戦が行われているこ
とが挙げられる。割引がなければ
商品が売れない状況にある。特に
業界大手の企業ほどこの傾向が顕
著で、業界の健全な発展・競争を
妨げているとの指摘もある。

当地 EC 業界がさらなる成長を
遂げるには、決済手段や配送環境
など、周辺環境の整備を進め、消
費者・事業者間相互の信頼関係構
築や事業者間の健全な競争の仕組
み作りといった構造的な課題を解
決していくことが重要と言えよう。 
�
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シンガポールの EC 市場は、黎
れい

明
めい

期にありながらも、着実な成長
をみせる。市場規模は限られるが、
所得水準やインフラ充実度の高さ
から、EC 市場においても ASEAN
のハブとしての期待が高まる。既
存の小売業は、EC 拡大にどう対
応しようとしているのか――。シ
ンガポールの EC 市場を取り巻く
現状をリポートする。

10年で5倍に

シンガポールの政府系投資ファ
ンド、テマセク・ホールディング
スと米国のグーグルが2016年5
月に発表した共同調査リポートに
よると、15年のシンガポールの EC
市場は10億米ドル（以下、ドル）で
あった。これが、25年には54
億ドルと、5倍以上の規模に成長
する見通しだ。小売市場全体に占
める割合も2.1％から6.7％に拡
大する見込みとなっている。さら
にホテルなどのオンライン予約、

配車サービスなどを対象とした
（オンライン）トラベル市場も、
25年には現在の2倍以上の116
億ドルになるという。

EC が成長市場として注目され
る ASEAN 諸国の中でも、シンガ
ポールは、インフラ整備状況、所
得水準、スマートフォン（以下、ス
マホ）保有率の高さなど、オンラ
インビジネスの環境が最も整って
いる国といえる。しかし人口は561
万人と、他の ASEAN 諸国には遠
く及ばない。前出の共同調査リポ
ートによると、シンガポールにお
ける EC 市場の規模は、15年時点
でASEAN全体の5分の1程度だ
が、25年には10分の1以下にな
るという。今後10年間の EC 市場
の年平均成長率は、18.4％とシン
ガポールも高い。だが ASEAN 全
体では31.9％とその倍近いスピ
ードで成長すると予測されるのだ。

では、シンガポールの EC 市場
はどう見ればよいのか。

シンガポールの EC 市場は、単
独市場ではなく、
近 隣 の ASEAN
諸国やインドなど
を含めた広域市場
として見た方がよ
さそうだ。当地に
は物流、金融、地
域統括拠点が集積
している。ビジネ
ス環境が整備され

たシンガポールを拠点として、周
辺国の今後の成長を見込んだ EC
ビジネスの域内展開を目指すとい
う視点が重要となってこよう。

米・中 EC 大手が激突

「ASEAN やインドなどのアジア
新興国の EC 市場は依然、発展途
上にある」と当地の EC 関係者は口
をそろえる。ベンチャーキャピタ
ルのグローバルブレインシンガポ
ール代表、鈴木尚氏は、「（ASEAN
の）EC 市場は黎明期にある。勝
ち負けを付けられる所まではまだ
来ていない」と指摘する。

また、ベイン＆カンパニーの調
査によると、シンガポールの消費
者が好んで利用する EC サイトに
は、上位から Qoo10、グルーポ
ンなど12社が名を連ねる（表）。
つまり、シンガポールの EC 市場
は、1企業が独占しているのでは
なく、多くの企業が市場を分け合
う群雄割拠のような状況なのだ

（この中に名を連ねていた楽天は
16年3月にサイトを閉鎖）。他の
ASEAN 諸国でも、外資系や地場
系など多くのプレーヤーが市場シ
ェアを争ってしのぎを削っている。

ところがこうした状況に大きな
変化が生じつつある。16年4月、
中国 EC 大手のアリババが、シン
ガポールに拠点を構え、同国のみ
ならず、マレーシア、タイ、イン
ドネシア、フィリピン、ベトナム
でもマーケットプレイスを展開す
るラザダに、約10億ドル投資して
経営権を取得。続いて同年11月、
そのラザダがシンガポールにおけ
る食品・日用雑貨などのネット販
売大手、レッドマートを買収した。

ASEAN の EC ハブとなるか

ジェトロ　シンガポール事務所次長　　小島　英太郎

シンガポール

表　�シンガポールの消費者が好んで利用するサイト（人気順）
サイト名 国籍 内容

1 Qoo10 韓国 +米国 マーケットプレイス
2 グルーポン 米国 クーポン券の販売サイト
3 eBay 米国 マーケットプレイス
4 アマゾン 米国 マーケットプレイス
5 カローセル シンガポール マーケットプレイス
6 ザローラ ドイツ ファッション専門のネット通販サイト
7 ガンツリー 英国 マーケットプレイス
8 タオバオ（アリババ関連） 中国 マーケットプレイス
9 ラザダ（アリババ関連） ドイツ マーケットプレイス
10 アリエクスプレス（アリババ関連） 中国 マーケットプレイス
11 レッドマート（アリババ関連） シンガポール 食品・日用雑貨などのネット通販サイト
12 楽天 日本 マーケットプレイス
注：�国籍は親会社の国籍（ただし、その後買収され親会社が変わっている場合がある）。マーケットプレイ

スには、BtoC、BtoBtoCなどの形態がある
資料：�ベイン&カンパニー（米国）「Can Southeast Asia Live Up to Its E-Commerce Potential?」

（2016年3月）に基づき作成
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その結果、当地の人気 EC サイト
のうち、タオバオ、ラザダ、アリエ
クスプレス、レッドマートといっ
たアリババ関連が4社を占め、同
社の存在感が急速に高まったのだ。

IT 系情報発信媒体テック・クラ
ンチは、「米国 EC 大手のアマゾン
もレッドマートの買収を試みたが
折り合わず、17年第1四半期に単
独でシンガポールに進出し、独自
サービスを展開する計画がある」
と報じている（16年11月1日付）。
アマゾンは、シンガポール西部ジ
ュロン地区に約9,300平方メー
トルの倉庫をリース契約し、人材
募集も開始したという。アマゾン
からの正式発表はないが、現在は
米国からサービス提供する同社が
シンガポールを拠点に地元に根付
いたサービス展開を始めれば、業
界地図にも大きな影響が出そうだ。

もっとも、アマゾンもシンガポ
ールだけのビジネスを考えている
わけではないだろう。テック・ク
ランチは、「アマゾンは、シンガ
ポールをインドネシアなどへの進
出拠点としていく」とも報じてい
る。既に ASEAN に展開するラ
ザダの経営権を得たアリババと、
これから ASEAN で独自のネッ
トワークを構築していくアマゾン。
中国と米国の EC 大手2社が、今
後シンガポールを拠点としてどの
ように ASEAN での EC ビジネ
スを展開していくのか。両社から
目が離せない。

地場小売業界も参入

EC 市場が活発化する中、運営
コストの高さ、人手不足などの課
題に直面する既存の小売業も、同

市場に生き残りの道を模索し始め
た。シンガポールの EC 市場が小
売業全体に占める割合はいまだ
2％にすぎない。だが、もはや無
視できない存在となっているのだ。

老舗の地場デパート、タングス
は、生き残りをかけてさまざまな
取り組みを実施。15年にはウェ
ブサイトをリニューアルして EC
を強化した。シンガポール国立大
学ビジネススクールのプレム・シ
ャムダサニ助教授は、「（EC を始
めなければ）デパートは単なるシ
ョールームと化すだろう」と業界
に警鐘を鳴らした（ストレーツ・
タイムズ紙16年11月17日付）。

家電業界でも日本のベスト電器
が EC 事業を強化。地場競合のチ
ャレンジャーも16年からオンラ
インの Hachi.tech を開始した。
同社は「既存店閉鎖によって生ま
れた経営資源を、シンガポール政
府機関の支援も得て EC サイトの
開発に充てることで、EC サイト開
設以来、10％売り上げを伸ばした」
という（同16年9月7日付）。

周辺ビジネスも活発化

ASEAN を含むアジアでの EC
市場拡大を見越して、EC を支え
る物流、支払いサービス、サイト
構築などの EC 関連事業の強化や
起業の動きも活発化している。

シンガポールの郵便事業会社シ
ンガポール・ポストは、14年に
アリババと資本提携し、EC 事業
を強化。域内 EC の物流ハブ設置
な ど に 取 り 組 ん で い る。 ま た
BtoB 物流サービスのケッペル・
ロジスティクスは16年10月、ラ
ストマイル・デリバリー注、国際

物流、在庫管理に強みがあるコー
レックスの株式を59.6％取得し、
EC 分野を強化した。

米国の電子決済大手 PayPal
の元社員3人が14年12月にシン
ガポールで起業したショップマテ
ィックは、EC 事業を始めたい中
小企業向けのサービスを提供する
事例として興味深い。同社は、技
術や資金が潤沢でなくとも、EC
事業に必要なサイト構築、決済、
物流、在庫管理などのサービスを
低額で容易に利用できるプラット
フォームを提供する。運営開始後
もマーケティング指導などを行う。

ショップマティックはシンガポ
ールで起業したが、サービスはイ
ンドから開始した。月額利用料は
20ドルと低く抑えた。「インドか
ら取り組んだのは市場規模が大き
いからだ。同国のような複雑な市
場で成功できれば、他の市場も簡
単に攻略できると考えた」と同社
CEO のアヌラグ・アブラ氏は語
る。インドでのサービスは15年
10月に開始。利用者は16年12
月時点で2万社に達するという。
同社は既にシンガポール、香港で
も同様のサービス提供を始めてお
り、今後はインドネシア、タイ、
フィリピンにも広げていく計画だ。

アジアの EC 市場は全体が勢い
づき、周辺ビジネスも巻き込みな
がら拡大していくことは間違いな
い。域内ビジネス拠点としてのシ
ンガポールの役割は、EC 事業で
も今後ますます高まっていきそう
だ。こうした環境変化を自らのも
のとできるか。今だからこそチャ
ンスがあるといえるだろう。�

注：�最寄りの物流拠点から利用者までの配
送のこと。
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フィリピンでは、EC 市場が盛
り上がりを見せ始めている。ラザ
ダとフィリピンの SM グループと
の提携や、シンガポールからのザ
ローラの参入、英語圏向け BPO
の急成長といった、IT 関連産業
の成長を背景に、今後、急速な市
場拡大が予測される。

昔ながらの現金払い

好調な経済発展を遂げつつある
フィリピンでは、個人消費による
GDP への寄与度が高く、特に小
売市場の伸びが著しい。首都マニ
ラでは10人に6人がスマートフ
ォンを保有しており、EC が急速
に拡大する要素が整いつつある。

外資系企業もフィリピンの内需
拡大に期待し、EC 市場に参入を
始 め た。2016年3月、 ラ ザ ダ

（本誌 p.38参照）は大手ショッ
ピングモールを運営するフィリピ
ンの財閥企業 SM グループと提
携し、ネット販売を開始した。ラ
ザダの他に、シンガポールを拠点
とするザローラも参加。ファッシ
ョンに関心が高い若年層を中心に
人気を得ている。

しかし、当地におけるクレジッ
トカード保有率は全人口の約1～
2％である。銀行口座保有率も
30％程度といわれており依然と
して現金払いの習慣が根強い。

携帯電話料金の支払いについて

も、バヤット・センターと呼ばれ
る料金支払所やコンビニで支払う
人が多い。富裕層向けにアパレル
商品をオンライン販売する地場企
業によると、実際に商品が届いて
確かめてからでないと支払いたく
ないというユーザーも多く、富裕
層であっても代金引換を好むとい
う。それでもなお、EC 市場の売
り上げは急拡大している。英国調
査会社のユーロモニターによると、
フィリピン EC 市場の売り上げの
年平均（10～15年）成長率は
16％だった。小売市場全体にお
ける EC の売上高は依然として低
いが、年々伸びており、特に携帯
端末を利用した EC 市場の売り上
げが12年と比べて20年には20
倍近くになる（表）。

英語力に優位性

国民の英語力が高いフィリピン
では、国内だけでなく欧米などの
英語圏向けに、コールセンターな
どの特定業務を外部委託する IT-
BPO（ビジネス・プロセス・ア

ウトソーシング）産業が急成長し
ている。14年にフィリピンに進
出した日本企業トランスコスモス
は、コールセンターなどの BPO
事業のほか、企業の EC 利用を促
進するソリューションの提供も手
掛けている。当地社長は「英語が
通用するフィリピンでは、米国の
先端技術を言語の壁なく導入でき
る利点がある。最新の技術が導入
され、通信、物流、決済などのイ
ンフラが整備されてくれば、EC
の普及は一気に進むだろう。今後
は携帯端末を経由したモバイルコ
マースやソーシャルコマース注が
主流になるはずだ」と話す。

EC に欠かせない通信環境につ
いては、「通信速度が遅く、料金
が割高」との声が進出日系企業か
ら聞かれる。フィリピンでは外国
資本による投資規制や禁止業種を
定めたネガティブリストにおいて、
通信分野における外資の参入が
40％に制限されているため、地
場の大手通信事業者が市場を席巻
しているのが実態だ。政府は通信
ネットワーク拡充のため、本分野
での外資規制緩和の検討を始めて
いる。通信環境の改善が進めば、
決済、配送など、EC 関連のイン
フラをはじめとするビジネス環境
整備が急務となる。�
注：�SNSなどのソーシャルメディアと電子

商取引を組み合わせて販売を促進する
マーケティング手法。

市場急拡大の環境整う

ジェトロ　マニラ事務所　　関　悠里

フィリピン

表　フィリピンにおける小売・EC市場売上高推移
2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2020年

小売市場の売り上げ注1 100 105 112 118 124 132 161
EC市場の売り上げ注2 100 109 134 157 186 210 296
EC市場（携帯端末利用）の売り上げ注3 n.a n.a 100 235 416 627 1,985
小売市場におけるEC市場の割合 0.3% 0.3% 0.4% 0.4% 0.5% 0.5% 0.6%
EC市場の売り上げ（対前年比） 13.7% 8.5% 23.7% 17.4% 18.2% 12.9% 5.7%
注1：一部推定値を含む
注2：2010年を100として指数化
注3：2012年を100として指数化。携帯端末経由の購入
資料：ユーロモニターウェブサイト（2016年12月時点）のデータを基に作成
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MaGIC
マレーシアのスタートアップ支援機関

マレーシアはイノベーションとクリエーティビティ
ーの国際拠点となることを目指し、2014年にスター
トアップ機関MaGIC注1を設立した。MaGIC CEOの
アシュラン・ガジ氏にその概要と今後の戦略を聞いた。

Q：MaGIC設立の目的と事業内容は何でしょうか。
A：MaGIC のミッションは、起業家を継続的に生み
だし、育てるシステムを作ること。長期にわたってマ
レーシアの発展につながるように、ASEAN の創造力
を生み出す核となることを目標に、マレーシアに限ら
ず、広くアジア各国から希望者を募っています。

これはマレーシアにとって重要な取り組みです。途
上国では貧困層の所得向上が大きな課題ですが、政府
が取り組むと莫

ばく
大
だい

なコストがかかります。そこでスタ
ートアップ企業に独創的なアイデアを出してもらい、
政府が資金を出す方がよほど効率的でしょう。

MaGIC の強みは、政府のバックアップを得られる
ことで、民間事業者だけでは不可能な規模の事業を行
える点にあります。MaGIC アクセラレーター・プロ
グラム（MAP）は既に 2 回開催しましたが、そこに
参加したスタートアップ企業は 225 社に及びました。
これはアジアで最大規模です。

Q：他国との連携はありますか。
A：MaGIC は、ASEAN 起業家センター（ACE）部門
を設置し、他国の関連機関との連携を図りつつ ASEAN
域内の中心となることを目指しています。具体的には、
タイの有力財閥タイビバレッジが設立した C-ASEAN
や、インドネシアのケジョラ（KEJORA）といった、
スタートアップ育成を行っている 11 の機関と提携し、
2 週間の交換プログラムなどを実施しています。これ
により起業家が事業展開するのに役立つ情報提供やネ
ットワーク作りの支援をしています。

先述の MAP には、これまで参加企業の 60％はマ

レーシアとするという制限がありました。これに代わ
り、新たにグローバル・アクセラレーター・プログラ
ム（GAP）として ASEAN を中心に世界中の起業家
の集積を目指します。ASEAN 以外では、既に韓国の
関連組織との連携も始めました。

Q：起業家育成後の出口戦略は何ですか。
A：マレーシアのスタートアップは、今までシリコン
バレーを見本とすることが多かった。そこで成功した
モデルをアジアに持ち込むという発想です。ただそれ
では継続的な創造性は生まれません。アジアにおける
渋滞や貧困など、日々直面する課題を解決できるのは

「アジアの起業家」であり、そうした創造力の育成に
重点を置いています。

MaGIC では、マレーシアの大企業にそれぞれの経
営課題を抽出させ、それを当該分野のスタートアップ
に解決させることでスタートアップの早期収益化に結
び付ける支援をしています。また企業側にも、起業家
育成責任（CER 注 2）という概念を広め、無償で育成
支援を行うよう促しています。

Q：日本企業への要望はありますか？
A：日本の企業は ASEAN のスタートアップとの連
携に躊

ちゅう
躇
ちょ

している印象があります。国籍にこだわらず、
スタートアップの質を重視すべきです。残念ながら、
これまで MaGIC のプログラムを活用した日本のスタ
ートアップは IT システム事業者など数えるほどしか
ありません。さまざまな課題の解決を日・ASEAN の
企業が合同で行えるよう、ぜひ MaGIC の取り組みを
知ってもらいたいと思います。�

（聞き手：蒲田　亮平／
ジェトロ海外調査部アジア大洋州課）

注1：�マレーシア・グローバル・イノベーション&クリエーティビティー・センターの略。
注2：�企業の社会貢献活動の一部として起業家への支援を行うことを推奨

する動きを指す。Corporate Entrepreneurship Responsibility の略。

インタビュー

MaGICのアシュラン・ガジCEO
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インドネシアではスマートフォ
ン（以下、スマホ）でのオンライン
サービス利用が盛んだ。中でも買
い物代行サービスは、渋滞中の街
中への外出を回避できると人気だ。
実店舗と比較すると EC 市場はま
だ小規模だが、商品のラインアッ
プを実店舗と差別化した EC サイ
トが誕生するなど、変化も起きて
いる。

IT 調査会社インターナショナ
ル デ ー タ ー コ ー ポ レ イ シ ョ ン

（IDC）によると、2015年のス
マホ出荷台数は前年比17％増の
2,900万台と日本の市場規模と
同等の水準に達した。通信会社エ
リクソン・インドネシアの調査で
も、15年のスマホ普及率は前年比
10ポイント増の38％となった。

インドネシアのインターネット
サービス事業者協会（APJII）に
よれば、インターネット利用者の
70％が携帯電話からのアクセス
だ（16年10月24日 時 点）。 ス
マホ黎

れい

明
めい

期
き

の11年ごろには、初
期スマホの一つであるブラックベ
リーが市場を席巻。当時インドネ
シアでは既にフェイスブックなど
の SNS の利用が広がっていた。
アンドロイドや iPhone などの機
種が主流となった現在、さまざま
なアプリが登場し、日常生活に役
立つより便利なサービスを受けら
れるようになった。

渋滞回避し、 
自宅で注文を

10年に誕生したバイクタクシ
ーの配車アプリ「ゴジェック」は、
インドネシアの代表的アプリとし
て人気だ。操業開始から5年が経
過し、利用者も拡大している。同
社サービスはバイクタクシーの配
車にとどまらず、レストランから
の料理の宅配、荷物の配達、一般
家庭向けの清掃スタッフ派遣、買
い物代行など多種多様となり、ゴ
ジェックは多目的アプリへと進化
した。16年7月には、アプリの
ダウンロード件数が2,000万件
を超えた。

道路のインフラ整備の遅延によ
る渋滞が深刻化する都市部では、
二輪車が自動車よりも圧倒的に移
動時間を短縮できる。アプリの一
つ、買い物代行サービスは、顧客の
注文を受け、運転手が代わりに実
店舗に出向き、顧客の家まで商品
を届ける。外出が困難、もしくは
面倒といった消費者が自宅で希望
の商品を選択すれば、数時間以内
に手元に運ばれることから、都市
部を中心に利用者が増加している。

携帯アプリを使用した調査で知
ら れ る 地 場 ス マ ホ 調 査 会 社
JAKPAT が16年4月に20～30
歳の男女600人を対象に行った
調査結果によると、66％が「（実
店舗での）ショッピングを楽し

む」としているが、56％が「オ
ンライン注文は時間と費用の節約
になる」と回答している。消費者
は、その日の渋滞状況などをスマ
ホでチェックして、外出するかオ
ンライン注文するかを決めている
ようだ。

EC サイトで差別化
された商品を販売

イ ン ド ネ シ ア 小 売 業 者 協 会
（APRINDO）のロイ・マンデイ
会長は、「インドネシアの小売市
場はいまだその大半を実店舗の売
り上げが占めている。消費者は、
家族や友人と実店舗を訪れて現物
を手に取り、試着、試用すること
を楽しみにしているのだ」と述べ
る。だが、今後の EC については、

「EC での売上金額は小売市場全
体の1％程度にすぎないが、EC
市場は年に10％程度成長してい
る。将来的に巨大市場に成長する
ことは間違いない」と分析する。

通信インフラ整備やインターネ
ット普及に伴う市場拡大を見越し、
10年ごろから多数の EC サイト
が誕生した。BtoC における代表
的な EC サイトとしては、ラザダ

（本誌 p.38参照）、ソフトバンク
が出資している Tokopedia、他
に Bukalapak、Blibli.com な ど
がしのぎを削っている。

うち Blibli.com は11年7月に
設立された地場系のモール型 EC
サイトだ。約1万2,000店が出
店。1日当たりのページビュー数
は300万に上る。マーケティン
グ担当のシャーリー・ハンドコ氏
によると、顧客の35％が25～
35歳の若年層で、男女比はわず
かに男性が多いという。配送料無

消費者とスマホでつながる

ジェトロ　ジャカルタ事務所　　山城　武伸

インドネシア
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料のサービスや EC 限定割引など
が支持されている。同社では17
年から新たに、実店舗を持たない
地場中小企業の製品や、越境 EC
の製品の取り扱いも始める。シャ
ーリー氏は日本製品も含めて自社
サイトでしか取り扱わない独自の
ラインアップにしたい考えだ。

日系企業では、資材、工事用品、
事 務 用 品 な ど 日 本 国 内 で 約
1,000万 点 を 扱 う 工 具 通 販 の
MonotaRO（モノタロウ）が16
年10月、外国企業として初めて
工業用間接資材（MRO）専門の
EC サイトをオープンした。モノ
タロウは16年7月に住友商事が
運営していた EC 会社に出資、
MRO 専門サイトへと事業転換し
た。モノタロウ・インドネシアの
小久保社長によると、インドネシ
ア企業は直販業者に資材を注文す
ることが多く、調達・購買で非効
率な側面があるという。同社長は
まだ競合が少ない MRO 分野は、
EC 市場の中でも成長余力の高い
分野として期待している。17年
10月までに取り扱いアイテムを
10万点まで増やすことを当面の
目標にしている。

最初から EC を取り入れたビジ
ネスを起こす起業家も増えている。
バンドン工科大学工業デザイン科
のドゥディ・ウィヤンチョコ教授

によると、EC の普及に伴って卒
業後に起業家を目指す学生は増加
しており、現在卒業生の約4割が
EC 分野で起業している。11年
にジャカルタのビジネススクール
の学生が立ち上げた革財布のブラ
ンド、ヴォヤージュは売り上げの
約6割がウェブサイトでの販売だ。
創業者のステファン・ルカス氏は、
起業家にとってインターネットは
強力な販売チャネルだという。

課題は物流と決済手段

EC ビジネスの成長においての
課題は物流と代金決済だ。前述の
JAKPAT の調査では、荷物の遅
延や品質の劣化を問題視する消費
者が7割を超える。さらに物流費
用についても6割が課題だと感じ
ている。国土が広く、物流インフ
ラが不十分なため、物流会社は到
着日を予測しにくい。そのため、
出荷から受け取りまでに時間がか
かり、保管にかかるコストなどが
上乗せされ、送料は高くなりがち
だ。Blibli.com によると、電化
製品が一番の人気だが、取引アイ
テムは多様化している。今後は多
様な消費者ニーズに対応できる効
率的な物流システムが必要だとい
う。新しい物流システムも出てき
ている。15年創業のポップボッ
クスだ。コンビニなどに EC 専用
ロッカーを設置するサービスを展
開している。大手物流会社の配達
員が定期的にロッカーを巡回し、
EC 荷物の搬送と受け取りの両方
を行う仕組みだ。既にジャカルタ
など首都圏を中心に125カ所に
設置されている。さらに現在、米
国のアマゾンが進出準備中との報

道もあり、EC 業界をリードする
企業の参入に伴うシステムの一層
の効率化を期待する声もある。

代金決済についてはどうか。ク
レジットカード保有率が銀行口座
保有者の約2割にとどまること

（16年、JAKPAT 調査）などか
ら、決済は代金引換が根強い。し
かし、代金引換では、宅配人によ
る代金横領などが頻発しているた
めリスクが高い。そのため、最近
では代金引換の金額に上限を設け、
代わりにネットバンキングや電子
マネーを推奨する EC サイトがほ
とんどだ。というのも大手銀行や
携帯電話会社が電子マネーを導入
したためで、既に20種類の電子
マネーが利用可能だ。インドネシ
ア政府もフィンテックを用いた金
融サービスの導入を後押しする。

政府は EC の発展に外国企業を
積極的に活用する方針だ。16年
5月には EC 分野に関する外資規
制を改定した。従来は国内企業に
限定していた通信販売やインター
ネットでの顧客への直接販売を、
中小・零細企業や協同組合との連
携を条件に外資に開放した。他方、
マーケットプレイス型の EC は、
投資額1,000億ルピア（約8億
円）以上の場合のみ外資に開放さ
れているが、1,000億ルピア未
満の場合、外資出資比率上限は
49％と参入への壁は高いままだ。
また、同年11月には EC 振興政
策を発表し、1,000人の IT 起業
家を育てる計画だ。外資企業設立
には総投資額が100億ルピア以
上必要な点に留意が必要だが、成
長性の高いインドネシア市場は日
本企業にもチャンスが広がってい
るといえる。�

モノタロウ・インドネシアのウェブサイト
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マレーシアの EC 普及率は低い。
当地の消費者は実店舗での買い物
を好む。EC への信頼性の乏しさ
がその普及を妨げている要因だ。
しかし、マレーシアの所得の高さ、
スマートフォン（以下、スマホ）
普及率の高さは ASEAN 随一だ。
これらが追い風となり、EC の普
及拡大につながりそうだ。

EC化率は低いが……

2020年の先進国入りを目指す
マレーシア政府は、情報通信産業
を重点産業の一つと位置付けてい
る。中でも EC は、海外への販路
拡大が容易で中小企業にも参入し
やすいツールとして、注目されて
いる。

16年10月、ナジブ・ラザク
首相は、販売会社による EC 導入
の早期推進、既存のインセンティ
ブの再編成などを内容とする「EC
戦略工程表」を発表した。さらに
同年11月に訪中した際、EC 大
手アリババのジャック・マー会長
と会談。同氏をマレーシア政府の
デジタル経済アドバイザーに迎え
入れることを決定した。政府は、
世界の EC 界をリードするマー会
長の知見を活用し、世界初の EC
自 由 貿 易 区「Digital Trade 
Zone」の設立を17年中に実現
させることを目指している。

マレーシアの EC 市場規模（粗

付加価値ベース）は、15年時点で
683億リンギ（約1兆7,800億円、
1リンギ＝約26円）で、GDP 総
額の5.9％にとどまる。政府は、
EC 市場は今後年平均11％程度で
成長し続け、20年には1,140億リ
ンギ、GDP の6.4％になると予測
する。うち BtoB が全体の85％、
BtoC が15％と見込まれる。ただ
し、上記 BtoB には政府関連企業
との取引（BtoG）内で行われたも
のも多く含まれている。そのため、
純粋な意味での BtoB 市場規模
はこれより小さい。日本企業の関
心が高い BtoC の市場規模も、
14年時点で15億ドルと小規模
だ（マレーシア国際貿易産業省）。

1人当たりのオンラインショッ
ピング支出額を見ても、15年時
点で38ドルと、世界の EC 市場
をけん引する米国（1,063ドル）、
中国（444ドル）からは大きく
引き離されている（エッジ紙16
年11月21日付）。EC 化率（総
小売売上高に占める EC 売上高比
率）も2.5％（中国25％、米国
10％）と低水準だ。

前出のエッジ紙によると、マレ
ーシアの消費者が EC で購入する
もので最も多いのは、衣類・履物

（33.2 ％）。 以 下、 家 庭 用 品
（12.4％）、家電・ビデオゲーム類
（10.9％）、DVD やメモリーカ
ードなどのメディア製品（10.9％）
と続く。EC への信頼性が十分で

はないため、実物を知っている、
または想像しやすい商品――日用
品などの定番品や低価格帯の商品
を購入する傾向にあるようだ。

EC 拡大のハードル

マレーシアの EC 普及拡大の阻
害要因は何か。主要因は三つある。

第1に、マレーシアでは買い物
に不自由しない、ということ。車
社会のマレーシアでは、広々とし
たショッピングセンターでほとん
どの買い物を済ますことができる
し、近所にはブミプトラ（マレー
系と先住民族の総称）が経営する
中小・零細店があり、細かなモノ
はそこでも購入できる。慢性的渋
滞もほとんどなく、買い物のため
に外出するストレスが少ないため、
EC よりも実際に買いに行く方が、
欲しい物が早く入手できるし安心
だと考える人が多い。価格面や品
ぞろえで大きなメリットがなけれ
ば、EC でモノを購入するモチベ
ーションが働きにくい。

第2に、EC プラットフォーム
の信頼性の低さがある。中国では
粗悪品を排除するためのユーザー
評価システムが導入されているが、
マレーシアではそうした制度は整
っていない。EC では海賊版の商
品さえ販売されているため、消費
者の EC に対する信頼性は低く、
EC での購入を躊

ちゅう

躇
ちょ

しがちだ。
第3に配送の問題。商品の誤配

や再配達が柔軟に行われないなど、
配送の問題を懸念する声が多く聞
かれる。テスコなど、一部の EC
サイトから注文したものについて
は時間指定配達などのサービスが
受けられるが、同様のサービスが

EC 普及に追い風

ジェトロ　クアラルンプール事務所　　新田　浩之

マレーシア
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受けられないサイトもあるなど、
サービスの不均衡に対する不満も
指摘される。

越境 EC の課題は 
輸送コスト

マレーシアにおける EC のキー
プレーヤーは、13年に設立され
たラザダ（16年にアリババが買
収）。これに地場系レローンが続
く（表）。日系勢では、過去に楽
天や爽快ドラッグが事業展開して
いたが現在は撤退している。現状
では、トランスコスモスがレロー
ンに、ZOZOTOWN を運営する
スタートトゥデイが FashionVa-
let に出資しているほか、日本人
が創業した EC ポートが、越境
EC プラットフォームを展開し、
マレーシアへの日本の商品展開を
支援している。外資100％で EC
事業を行う場合には、最低払込資
本金として100万リンギが必要
だが、この点を除いては外資に対
する規制はない。

EC 市場のキープレーヤーを事
業形態別に分けると、ラザダ、レ
ローン、11 ストリートは在庫を
持たないマーケットプレイス型、
化粧品専門のヘルモやテスコ、イ
オンなどが自社で在庫を抱えるマ
ーチャント型に該当する。マレー
シアでは大半がマーケットプレイ
ス型で、日本や北米、欧州、中国
と比較するとマーチャント型はほ
とんど育っていない。

越境 EC については、米国のア
マゾンやアリババが利用されてい
るが、マレーシア国内に自社がコ
ントロールできる大規模な物流セ
ンターを置いて越境 EC を展開し
ている事業者は存在しない。プレ

ミアム品や実店舗で手に入りづら
いもの（例えば、メード・イン・
ジャパンの製品）への需要が大き
くなれば、越境 EC の事業展開へ
のニーズも高まるだろう。

ただし日本から越境 EC を実施
する場合、最大の課題は送料とな
る。共同購買を通じて、バルクで
の出荷が可能となれば、送料も抑
えられる。だが現状では、事業者
が個別対応しているケースが多く、
送付コストがかさんでいる。

マレーシアでの越境 EC 発展の
ためには、上述のハードルを越え、
さらに自国からの送料をいかに抑
えるかについても検討する必要が
ある。

普及拡大に追い風

マレーシア EC 市場における現
在の BtoC シェアはまだ小規模
だが、以下三つの点から、EC 基
盤は既に整っているといえる。

第1に所得水準の高さ。マレー
シアの人口は3,000万人強と、
人口規模ではインドネシアやフィ
リピンに遠く及ばない。だが、1
世 帯 当 た り の 可 処 分 所 得 は
ASEAN 域内屈指の水準にあり、
その潜在的購買力は大きい（図）。

第2にインターネットやスマホ

の普及率が高いこと。14年のニ
ールセンの調べでは、マレーシア
のスマホ普及率は、東南アジアで
はシンガポールに次いで高い。携
帯 電 話 に 占 め る ス マ ホ 比 率 は
80％に達するという。スマホ比
率の高さはアプリ普及率とも密接
に結びついており、アプリ経由で
EC を利用する基盤も既に整って
いるといえよう。

第3にネットバンキング、クレ
ジットカードまたはデビットカー
ドでの支払いが EC 決済総額の9
割を超える点だ。消費者は EC 市
場における非現金決済面での不安
は少ないように見える。

EC 普及拡大には政府も動きだ
した。これに連動して、EC 普及
へのハードルも徐々に取り除かれ
ていくだろう。EC に関心を持つ
消費者の増加が、マレーシアの
EC 市場を拡大させることになろ
う。�

表　マレーシアの主要ECプラットフォーム
プラットフォーム名 国　籍 進出年 概　要
ラザダ 中　国 2013 12年にドイツのベンチャー企業、ロケット・インターネットがシンガポール

を本拠に立ち上げたが、中国 EC大手アリババが16年４月に10億米
ドル出資し、過半数の株式を取得することで合意

レローン マレーシア 1998 マレーシア企業インターベース・リソーシズが運営するモール。15年
11月にはトランスコスモスが35％出資を発表

11ストリート 韓　国 2015 政府系携帯通信会社セルコム・アシアタが韓国の携帯通信大手 SK
テレコムの子会社との合弁を通じて開設

ザローラ シンガポール 2012 ジェイド・イーサービス・シンガポールが運営するファッションECサイト
グルーポン 米　国 2011 11年に米国グルーポンがマレーシア地場企業を買収するかたちで参入。

その後、16年11月にマレーシア企業が買収
注1：�市場調査会社Eコマースミロが15年の特定時期にEC訪問者数を調査した際のページビュー（PV）数で上位５社を記載した
注2：�マレーシアに何らかの形で拠点のあるプラットフォームが対象
資料：�Eコマースミロ「Analysis on top 10 online shopping sites in Malaysia」（2015年11月18日）、各社ウェブサイトなどの

資料を基に作成

図　世帯当たりの可処分所得（2015年）
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インドでは都市部だけでなく、
農村地域でもオンラインショッピ
ングを楽しむ人が増えている。顧
客拡大に伴い、各 EC サイトは配
送体制強化などの対応を急ぐ。
EC という新たな販売ツールを得
たインドの小売業は、今後どのよ
うな発展を遂げるのか。インド市
場参入の手助けとして、ジェトロ
は地場 EC サイトと連携し日本製
品の現地テスト販売を実施する。

携帯電話普及と共に

インド電気通信規制局によると、
当地の携帯電話加入数は2015年
10月に10億件を超え、その後も
月700万件のペースで増加してい
る。インターネット普及率も、15
年の32％から20年には59％に
増加する見込みだ（ビジネスワー
ルド「2016年度マーケティング
白書」）。ただし、小売市場全体に
おいては EC の存在感は小さい。

ジェトロが16年に実施した「イ
ンドの e コマース市場調査」によ
ると、小売業全体の売り上げに占
める EC の割合は2％にすぎない。
裏を返せば拡大の余地が十分に残
されているということだ。インド
商工会議所連合会（ASSOCHAM）
は、インドの EC 市場規模は09年
の38億ドルから15年には230
億ドルへと成長しており、今後5
年間の年平均成長率は35％にな

ると予測する。
EC 利用は、78％が携帯電話、

残りの22％がパソコンを通じて
のものであった。支払い方法は代
金引換が最も多い。クレジットカ
ードの普及率が低い上に、配送中
の盗難や破損といった不安がある
ため、商品を実際に手に取ってか
らでないと代金を払いたくないと
いう消費者が多いことが分かる。
こうした中、16年11月に高額
紙幣無効化が発表されたのを機に、
インドでも電子決済利用が一気に
加速する動きも出てきた。

EC で購入されている商品は、
スマートフォン（以下、スマホ）、
パソコンなどの電子機器（51％）、
フ ァ ッ シ ョ ン ＆ ア パ レ ル 製 品

（30％）、ベビー用品や美容など
のパーソナルケア製品（12％）、
書籍（7％）である。

外資規制に緩和の動き

インドでの小売売上高の9割は
「キラナショップ」という家族経営
型の零細商店によるものだ。こう
した国内小売業者を保護するため、
モディ政権は14年の政権発足当
初からマルチブランド小売り注1

の外資開放を拒んでいる。前政権
時代に導入された現在のマルチブ
ランド小売りに対する外資規制で
も、51％までは外資出資を認め
ているが、最低投資額1億ドル、

製品調達額の30％を小規模産業
から調達するといった厳しい条件
が付けられている。現行の外資規
制のハードルが高く、政権の意向
と外資規制が矛盾するという複雑
な背景事情もあり、外資系のスー
パーやコンビニはインド進出を果
たせていないのが現状だ。

シングルブランド小売り注2は
製品調達額の30％をインド国内
から調達するという条件付きで
100％まで外資出資できる。実
際に進出している有名外資系ブラ
ンドも多い。EC においても、実
店舗と同様、シングルブランド小
売業者は条件付きで EC 展開が可
能だが、マルチブランド小売業者
による EC は禁止されている。

しかし、EC を介した小売業の外
資開放には新たな動きも出ている。
政府は16年3月、インドに製造拠
点を設けるメーカーに限り、自社
製品の EC 経由での販売を許可し
た。運営会社が在庫を持たないマ
ーケットプレイス型の EC に対し
ては、1店舗の売り上げが同一サ
イト内の総売り上げの25％を超
えないことを条件に外資参入を認
めた。出資上限は100％なので外
資単独での事業展開が可能である。

地場系サイトが 
市場席巻

モルガン・スタンレーが調査し
た EC 小売りサイトにおける市場
シェアを見ると、1位地場・フリッ
プカート（45％）、2位地場・スナ
ップディール（26％）、3位米国・
アマゾン（12％）。全てマーケッ
トプレイス型だ。インド市場は地
場と外資が群雄割拠する ASEAN
市場と異なり、地場系サイトが7

日本企業の EC 市場参入には

ジェトロ　ニューデリー事務所　　古屋　礼子

インド
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割以上のシェアを握っている。
フリップカートは、現在17の

倉庫と60の配送センターを保有
し、1,500万点以上の商品を提供。
今後5年間で5億ドルを投資して
約100の倉庫を確保する計画も
あるという。スナップディールは
現在、3,000万点以上の商品を
扱っており、今後2憶ドルを投じ
て配送システムを強化する予定だ。

ショッピングサイト以外にも、
タクシー配車サービスの米国系ウ
ーバーや地場系オラ、旅行手配サ
イトの地場系メーク・マイ・トリ
ップなど、スマホアプリ利用拡大
とともに多様なサービスが登場し、
市民の生活に溶け込みつつある。

ヒンズー教の新年であるディワ
リやクリスマスといった消費が集
中する祭事の時期になると、各
EC 小売りサイトは大幅な値引き
を実施するなど、消費者のハート
をつかもうと躍起となる。インド
人の消費傾向について、ある EC
関係者は、「お得感を好み、特定
の EC サイトには固執しない。値
引きや特典などがあれば新しいサ
イトにも飛びつく。一方、価値あ
る商品にはそれなりの代価を支払
う層も拡大している」と分析する。

農村部の取り込みを

現在、世界から注目されるイン
ドの EC 事業者には、各国から巨
額の投資が流れ込んでいる。例え
ば14年、日本のソフトバンクが
スナップディールに6億ドルを投
資。中国のアリババも電子決済大
手ペイティーエムに34億ドルを
投資したと報じられている。

一見派手に見える EC 業界だが、

売り上げは増加しても
黒字になっている企業
は少ないという。全国
に即時配送できる、フ
ルフィルメントセンタ
ー注3の増設をはじめ、
流通網の強化に取り組まなければ
ならない企業が多いからだ。アマ
ゾンは新たに8カ所のフルフィル
メントセンターを開設するととも
に、2日以内の商品配送を保証す
る有料サービス、「アマゾン・プ
ライム」をインドでも開始した。

農村部での売り上げ拡大もこう
した配送体制の強化を促進させて
いる。インド・インターネット・
携帯電話協会（IAMAI）によると、
農村部で携帯電話からインターネ
ットにアクセスする人は、13年の
2,100万人から16年には1億900
万人に増加した。急成長する農村
部需要の取り込みがインド EC 市
場成長の重要なカギとなっている。

スナップディールで
の日本製品試験販売

インドの EC 市場で日本の商品
を輸入販売してくれるパートナー
を見つけるのは容易ではない。で
は日本企業はどうしたらインドの
EC 市場に参入できるのか。

17年2月、ジェトロはインド EC
市場で販路を模索する日本企業に
対し、スナップディール内に製品
を紹介・販売する特設ページを期
間限定で開設する（写真）。試験販
売を通じて日本製品の受容性や売
れ行きをモニタリングするためだ。

スナップディールの本事業担当
部長補佐であるミッタル氏は語る。

「（ここに出品した）日本企業は、
拠点設立や配送網構築などの投資

なしで、インド市場で自社製品を
販売できる。販売を通じ、日本企
業のノウハウを倉庫や物流体制の
強化にも生かしたい」。日本企業
に期待する商品は、携帯電話、家
電、ファッション用品、家具、キッ
チン用品、美容製品、幼児・子供
向け用品など。ただし化粧品など、
輸入や流通に際して許可が必要な
品目もあるため、注意が必要だ。

インドの EC はまだ発展途上段
階にある。ミッタル氏はインド EC
の今後の課題として、①インター
ネット普及率の向上、②電子決済
の浸透、③物流・倉庫網の整備、④
複雑な間接税――の4点を挙げる。
生鮮品を配送するコールドチェー
ン網の強化、注文追跡システムの
導入といった物流体制の整備にも、
成長機会が広がっている。税制面
では、間接税を統合する物品・サ
ービス税（GST）の導入も予定さ
れている。近年は各EC事業者が
商品を手にとって確認できる実店
舗の出店も進めるなど、消費者の
囲い込みにも余念がない。EC を
活用した販売チャネル、サービス
の多様化も、ますます進んでいき
そうだ。�

注1：�一つの店舗内で複数ブランドの商品を陳
列販売する業態。デパート、スーパーマ
ーケット、コンビニが該当。

注2：�一つの店舗で、1種類のブランドだけを扱
う業態。

注3：�商品の在庫や発送のための拠点。通信
販売者は、フルフィルメントセンターの活
用により倉庫保管や発送を外部委託する
ことが可能となる。サイト運営者にとって
も効率的な在庫管理や配送が可能となる。

ジェトロ事業によるスナップディールでの日本製品特設ページイメージ
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